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概 要  









導入にはインフラ整備や IT リテラシーの課題があり、その導入は容易ではない。  
 そこで、本論文では、先進国と途上国における医療 ICT(eHealth)の 5つの項目(電子カルテ、eLearning、
遠隔医療、モバイルヘルス、SNS)について、世界の医療課題解決の可能性と普及要因を明らかにするこ
と、及び世界的な医療課題解決に政府と企業が取るべき行動を提言することを試みた。まず、文献から
世界の医療課題、eHealth 普及背景、技術的動向、地域別動向の 3 軸から整理した。次に、定量分析と
して WHO 加盟国 125 ヶ国の eHealth 普及度と普及要因と推定されるマクロ指標を用いた回帰分析を実
施した。最後に、定性分析としてインタビューと事例分析を行い、論理的に考察した。  
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プリケーションによる健康管理など、情報通信技術（Information Communication and 
Technology; ICT）を活用する革新的な健康・医療技術（eHealth）の動きが活発であ
る。その背景には、世界保健機関（World Health Organization; WHO）と世界銀行が
掲げている「持続可能な開発目標（Sustainable Development Growths ;SDGs）」アジ
ェンダのひとつであるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health 



























 本研究は、eHealth 普及背景、技術的動向、地域別動向の 3 軸で現状を整理したうえ
で、定量分析と定性分析を行った。  
 まず、定量分析は、5 つの eHealth（Electric Health Record、eLearning、Telehealth、





 次に、定性分析は、医師、eHealth 事業経営者、投資家の 3 者にインタビューを実施
し、eHealth の可能性、普及要因等について調査・考察した。さらに、もうひとつの定





 本論文は、全 4 章で構成されている。第 1 章を序論とし、本研究の背景・目的・意
義・方法を述べる。第 2 章にて、定性分析のひとつである、グローバル・ヘルスの概
念を踏まえた eHealth 普及背景、技術的動向、地域別動向の 3 軸で現状を整理する。
第 3 章にて、定量分析による eHealth 導入におけるキーファクターの考察を示し、定
性分析の 2 つ目であるインタビューを考察し、総括にて定量分析と 2 つの定性分析の
結果を考察する。最後に第 4 章にて本研究にて導き出された結論、示唆、洞察を結言
として示す。  
２．グローバルヘルスと eHealth 動向 
 近年、健康・医療に ICT を活用する eHealth の制度や技術の発展が目覚ましい。こ
の背景には、グローバリゼーション、国際保健政策、医療課題など様々な要因が関わ
っている。  





 本章では、グローバル・ヘルスの概念や eHealth の特徴、先進国および途上国の医






(1)WHO 憲章  














 2015年 9月の国連総会では、持続可能な開発目標（SDGs, Sustainability Development 
Goals）が採択された。SDGs では、2030 年までに貧困、飢餓、エネルギー、気候変動、
平和的社会など持続可能な開発のための諸目的を達成するためのアジェンダが掲げら










要なテーマとなっている企業の社会的責任(Corporate Social Responsibility; CSR)や供
給価値の創造(Creating Shared Value; CSV)、投資家による環境・社会・企業統治に力



















図表 1： 国際経済・開発戦略と保健戦略の年表（引用文献に一部筆者追記） 
年代  国際経済・開発戦略に関する出来事  保健戦略に関する出来事 
1960 年以前 1994 ブレトンウッズ協定発足（IMF・世界
銀行設立） 




1960 年代 1960 経済協力開発機構(OECD)設立   
 1964 国連貿易開発会議(UNCTAD)設立   
 1968 国連開発委員会の設置   







1980 年代 1980 構造調整プログラム(SAP)開始   
 1985 プラザ合意   


















   2005 世界保健総会で「ユニバーサル・ヘル
ス・カバレッジ」が正式に定義 




 2017 世界銀行「SDGs 債」発行   
  
出典：国際保健戦略における政治性から経済性重視への政策転換に関する考察 ,湯浅  
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出典：Towards a common definition of global health の表 Comparison of global, international 
and public health 筆者和訳  
2.1.2 先進国の医療課題 
 医療制度は国により様々な形態をとるが、医療制度や医療政策のは世界共通の 3 つ
の評価 基準がある。第 1 に医療の質、第 2 に医療のアクセス、第 3 に医療のコストが
挙げられる  。  
 先進諸国は、第二次世界大戦後、約半世紀  をかけて医療制度と医療政策の改革を行
い、医療パフォーマンスを向上させてきた。特に、わが国では、WHO 2000 年 The health 
report ランキングでトップになる等、世界的に評価の高い国家医療保険システム  を発
展させ、医療教育・技術の向上を継続している。しかし、その皮肉な結果として、わ
が国は他の先進諸国に先駆けて  、新たに大きな超高齢化への課題対処を余儀なくされ
ている。その課題は大きく 2 つあり、第 1 に急速な超高齢化社会による労働力の低下
と介護人材不足といった生産性の課題、第 2 に医療費高騰による国家財政の圧迫とい
った医療コスト構造の課題が挙げられる  。  
 先駆けて超高齢化社会を迎えたわが国の医療課題は、他の先進国にも共通課題と言









図表 3： 高齢化の推移 
 










出典：総務省  通信白書「超高齢化社会における ICT 活用の在り方」  
 
図表 6： わが国の国民医療費の推移 
 
 
出典：総務省  通信白書「超高齢化社会における ICT 活用の在り方」  
 11 
図表 7：先進国の保険政策の歴史 






























































出典：「日本の医療 制度と政策」島崎謙治  
2.1.3 途上国の医療課題 
 WHO 憲章発行から半世紀を超えたが、先進国の平均寿命が約 80 歳であるのに対し、
途上国の平均寿命は 60 歳未満であり、グローバル化の代償として先進国と途上国での
健康・医療格差の課題が存在している。  










10%以上を占める人口は、8 億人であり、家庭の医療費支出のために約 1 億人が、1 日








出典：Connecting for Health, Global Vision, Local Insight, Report for the World Summit 
on the Information Society, Countries with the highest and lowest life expectancy at 














図表 9：平均寿命上位 20 と下位 20の国の病床密度と医師密度のプロット  (筆者作成) 
 
出典：筆者作成  
 2.1.4 世界的デジタル革命 
(1)デジタル革命とグローバル化  
 今日、情報通信技術（Information Communication Technology; ICT）は、社会的・
経済的に世界の人々にとって欠かせないものとなり、ICT への投資は経済的利益の獲
得にも大きな成果を挙げていることが明らかになっている。  グローバル化 が拡大し
た主たる 2 つのドライバーは、第 1 に貿易と資本の移動障壁が低くなったこと、第 2
に通信と輸送技術が劇的に発展したことが挙げられる。特に世界的なデジタル革命は、
第 3 次産業革命を引き起こし、グローバル化を加速することになったと言える。また、
ICT は第 4 次産業革命に向けて、人工知能やブロックチェーン技術を応用した新たな
産業構造を生み出しており、その技術発展のスピードは目覚ましい。  





















 2011 年には、主要 13 か国の インターネット市場の GDP に占める割合は 3.4％であ
り、インターネットの GDP 成長に対する寄与は過去 5 年平均で先進国平均 21％とな
っている。また、インターネットは 1 人分の仕事を奪う代わりに、2.6 人分の仕事を創
出すると分析されている。インターネットを含むデジタル革命は、成長、雇用そして
繁栄と広範に影響を及ぼすことができる。  
2.1.5 UHC と eHealth 
 2016 年、WHO は、コスト効率の良い eHealth の発展が、UHC の達成に必須である
ことが明らかになってきている調査結果を発表し、eHealth 推進への強いコミットメン
トを示している。   
 2005 年、WHO の最高意思決定機関である世界保健総会（World Health Assembly: 
WHA）では、eHealth が保健システムを強化し、健康・医療の質、安全性、アクセス
を改善する可能性があるため、eHealth を保健システムやサービスへ組み込む活動をす
るよう加盟国へ推奨している。また、2013 年の WHA では、より明確で具体的な方向
性を示しており、ICT を適切に活用することが普遍的な健康・医療アクセスに不可欠
であこと、健康・医療情報システムの標準化を行う必要性を言及している。  
 WHO は、2010 年から 2015 年までの間に、既に 3 回の世界的 eHealth 調査を行って
いる。この結果、2000 年代初頭から、先進国と途上国の両方で、健康・医療サービス
を支援するための ICT 利用が増加したことが報告されている。特に、2015 年に行われ
た 3 回目の調査は、eHealth の発展が UHC 達成に果たす役割を探る目的で実施されて
いる。  





























 eHealth は、今後 10 年の間に、健康・医療分野においてパラダイムシフトを起こす
可能性が高い。  
 2015 年、WHO は eHealth の UHC への役割を探ることを目的に eHealth 調査を実
施した。その結果、過去 10 年で、国家 レベルでの eHealth 政策・戦略を取り入れて
いる国が増えていることが確認された。わが国では、2014 年頃に eHealth 政策・戦略
を採用し始めたことも示されている。調査対象となった 6 つの eHealth（Electric Health 
Record、eLearning、Telehealth、SNS、mobile Health、Big Data）は、様々な eHealth
サービスがある中でも、人々の健康向上への影響が期待されるものである。特に、低
コストの携帯電話による mobile Health は、健康行動を改善し、UHC の達成に大きく
貢献する可能性が示唆されている  。Big Data は、調査対象の 17%の国が健康・医療分
野での国家政策・規制・戦略を持っていると回答している  が、全体に対する割合が少
ない結果であったため、本論文での議論の対象外とする。  
 本章では、5 つの eHealth（Electric Health Record、eLearning、Telehealth、SNS、
mobile Health）に関して、その定義や技術的特徴を整理する。  
 
図表 12：WHO report: UHC, eHealth,等の推移 
 
出典：WHO, Diffusion of eHealth  
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図表 13：WHO report:各国で eHealthの政策・戦略が開始された時期 
 
出典：WHO, Diffusion of eHealth  
2.2.1 定義 
 昨今、医療 ICT の技術は、手術補助の高度な機器から生活習慣病予防の携帯電話ア
プリケーションまで、広く応用されており、その定義も様々である。2001 年 6 月パリ
で開催された UNESCO 総会では、Eysenbach.G が,、”Global health equity - Medical 
progress & quality of life in the 21st century.“のセッションにて、「eHealth は、医療
情報、公衆衛生及びビジネスを複合した新興分野であり、医療サービスとインターネ
ット関連技術を通じて提供又は強化される健康・医療情報」と定義している。また、
2005 年 12 月の WHO Executive board では、グローバルレベルの eHealth の 2 つの大
きな活動は、「①高品質の健康情報へのアクセスを促す活動、②医療人材育成のため
の eLearning や健康・医療サービス提供支援のために ICT を使用する活動」とするこ
とが掲げられている。  
 本論文では、Eysenbach G の定義や WHO の活動を参考とし、「途上国と先進国の
両方の人々の公衆衛生・健康・医療において、アクセス・質・コストに貢献する ICT
を活用した技術と活動」と定義する。本論文で取り扱う 5 つの eHealth（Electric Health 
Record、eLearning、Telehealth、SNS、mobile Health）は、医療のアクセス、質、コ
スト削減への貢献が期待されるものであると考える。  




2.2.2 Electric Health Record 
 電子医療記録（Electric Medical Record; EMR）は、ひとつの医療機関内に限定して
健康・患者情報を経時的かつ包括的に電子上に記録し、医療従事者間で共有するシス
テムである。一方  、電子健康記録（Electric Health Record; EHR）は、同等の技術で
あるが、より広義な意味を持ち、複数の医療機関や地域を越えて情報共有されるシス
テムである。昨今、健康・医療情報の情報集約・共有化・分析の重要性が増している
ことから、MIT Media Lab は、中央集権管理が不要でデータ改竄が困難である利点を
持ったブロックチェーン技術を使った革新的 EHR である MedRec の開発・研究を進め
ている。  
 (1) 可能性  





 (2) 普及要因  
以下が EHR/EMR の主たる課題 として特定されている。  
✓ 途上国ではそもそも医療機関・医師等の医療資源が不足している (医師密度)  
✓ 医療従事者の課題（ICT Skills）  
✓ 患者の健康・医療記録に関する取扱・保護(規制) 
✓ インターネット等のインフラ整備の必要性(インターネット加入数) 
✓ 初期投資及びメンテナンス費用が膨大(政府の支援が時に必要 . eHealth 基盤) 
✓ 政府による普及の後押し(eHealth 基盤) 
2.2.3 eLearning 








 (1) 可能性  
✓ 健康・医療分野の訓練者が少ない地域でも eLearning を介して学習可能  
✓ 継続的に何度も受講が可能  
 
(2)普及要因  
以下が eLearning の主たる導入・普及の課題として特定されている。  
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✓ 健康・医学の学位取得のために eLearning が認められてない国があること(規
制) 
✓ eLearning 開発・普及支援の資金不足(eHealth 基盤) 
2.2.4 Telehealth 











✓ 医療機関への不要な来院回数の減少による医療費抑制効果の可能性  
 
(2) 課題  
 以下が Telehealth の主たる導入・普及の課題として特定されている。  
✓ Telehealth 導入のための導入・メンテナンスの費用(eHealth 基盤) 
✓ 費用対効果のエビデンス構築が必要(eHealth 基盤) 
✓ 患者の健康・医療情報に関する取扱・保護(規制) 
✓ 遠隔診断・医療のトレーニング不足(eHealth 基盤) 
✓ 医師の課題（IT リテラシー）  
2.2.5 Social Networking Service for Health 
 eHealth における SNS は、SNS を用いた健康・医療情報の発信・授受、インタラク
ティブなコミュニケーション、ネットワーク形成などの活動が該当する。  






45%が LinkedIn を使用しており、ノルウェーの病院の 22%が Facebook を使用して健















✓ ウェブサイト上で、同じ病状の患者間でネットワークを形成可能  
✓ リアルタイムかつ情報の拡散が早い  
✓ 比較的低コストでの通信が可能  
 
(2)課題  
以下が SNS の主たる導入・普及の課題として特定されている。  
✓ モバイル入手(携帯電話普及率) 
✓ 匿名での情報発信が可能なため、情報の信頼性が低い  
✓ セキュリティの脆弱性  
2.2.6 Mobile Health 
 Mobile Health/mHealth とは、モバイルデバイス（携帯電話、患者モニタリング用
デバイスなど）を用いて、公衆衛生活動や医療のサポートをするものである。具体的
には、携帯電話の音声、ショートメッセージサービス、アプリケーション、3G/4G、










 (1)可能性  
✓ 携帯電話の普及率が高いため多くの人々へのリーチを可能にし、国家医療政策
の普及に役立つ可能性  
✓ 途上国においても、公衆衛生・健康・医療情報のアクセスを増やせる可能性  










 本節では、5 つの eHealth の技術動向をその意義・特徴・課題を中心として整理した。
その結果、明らかになったこと大きくが 3 つある。第 1 に、eHealth は、その技術・活
動の種類によって、ユーザー層や地域毎に普及度が異なることが示唆された。第 2 に、
eHealth の意義・利点は、健康・医療情報のアクセスを増やす等、医療課題解決の一助








表 14： 第 2章にて考察した医療課題、eHealth普及要因のまとめ一覧 
 
 
主たる医療課題解決の可能性がある eHealth の評価 地域の需要/優先度 
EHR eLearning Telehealth SNS mHealth 先進国 途上国 
主たる 
医療課題 
医療アクセス向上  ✓ ✓ ✓ ✓ (✓)* ✓ 
医療の質向上 ✓ ✓ ✓  ✓ (✓)* ✓ 
医療コスト削減 ✓  ✓  ✓ ✓ (✓)* 
 
eHealth 普及に影響がある要因の評価 地域の状況 
EHR eLearning Telehealth SNS mHealth 先進国 途上国 
特に影響の強い 
普及の要因 
①ICT Skill ✓     High Low 
②政治家・公務員の透明性 
(適正な制度構築) 
✓ (✓)* (✓)*   High Low 
③携帯電話加入数    ✓ ✓ High High 
④インターネット普及 ✓     High Middle 
⑤eHealth 基盤 ✓ ✓ ✓   High Middle 
⑥医師密度 ✓     High Low 







 本章では、公開情報をもとにした eHealth の地域別の eHealth 政策の状況や eHealth
企業事例の動向を中心に整理する。  
2.3.1 欧州 
 本項では、特に欧州連合(European Unit; EU)やその加盟国における eHealth 動向に
ついて言及する。EU は、欧州の 28 ヶ国が加盟しており、欧州連合条約に基づき政治・
経済への取り組みに対して協働している。この概念は、健康・医療領域においても反
映されている。  
 ある研究では、2005 年と 2007 年に、欧州 7 ヶ国（デンマーク、ドイツ、ギリシャ、
ラトビア、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル）において、健康情報を得る目的で
インターネットを利用するかどうか、インターネット・電話により調査している。そ




 以下に、EU の eHealth に関する主たる政策・戦略、主要地域・企業事例について述
べる。  
 
(1) 政策・戦略  
 EU では、EU をデジタルのひとつの市場(Digital Single Market; DSM)と捉えた DSM
戦略を打ち出しており、経済活動を促すことで、年間 4,150 億ユーロの経済効果、及び、
数十万人の新たな雇用を生み出すことを見込んでいる。DSM の一環として eHealth に
おいても、”eHealth Action Plan 2012-2020 -Innovative healthcare for the 21st century”
が策定されている。この背景は、EUの国ごとに eHealthの普及度が異なるためであり、
eHealth Action Plan 2012-2020 は、EU の官民が協働して eHealth 活用による人々の健
康・医療アクセスと質の向上、医療支出抑制によって、EU 社会・経済の発展を促すこ
とを目的にしている。具体的には、国境を越えた EU 単位での eHealth ガイダンス・
フレームワークの作成等を行い、患者データの共有等を促進することで、健康・医療
をより効果的かつ効率化することを目標が掲げられている。  
 ユニークな取り組みは、非公式団体として eHealth ステークホルダー・グループを
設定している。グループメンバーのリストは公開されており、EU における研究機関の
専門家や一般団体を代表する患者等のメンバー30 名から成る。当該グループの主たる
目標は、eHealth Action Plan 2012-2020 の企画・実行・評価であり、EU レベルで eHealth
政策の開発・実施に貢献することが求められている。  
 
(2) 事例  










いる。Medicon Valley は、570 以上のバイオ・製薬・医療機器関連企業、12 の大学、
32 の大病院、ベンチャー企業がクラスターを形成し、イノベーションを起こす環境が























バマケアによって利益率が悪化した米・大手医療保険のエトナが、2017 年 12 月に米・
大手ドラックストアチェーンの CVS ヘルスによって約 7 兆 7,800 億円で買収されると
いった業界再編も引き起こした。  












Information Technology for Economic and Clinical Health (HITECH) ACT という HER
導入率を上げる政策（HER を導入する医療機関へ総額 250 億ドルの支援を行うプログ
ラム）を打ち出した。この政策は、HER の導入率を飛躍的に向上させ、2015 年頃には、
ほぼ全て(96%）の病院で何らかの HER が導入されている。さらに、2015 年 1 月には、
Precision Medicine Initiative(PMI)が発表された。PMI は、100 万人以上の米国市民か
らゲノム、環境、ライフスタイル等のデータを集め、個々に適した健康・医療を提供
することで、医療の質向上、効率化、医療費抑制を図っている。  
 2011 年 7 月、米国食品医薬品局（Food and Drug Administration; FDA）は、モバイ
ル医療アプリケーション（医療機器の付属品として使用されるワイヤレスのアプリま
たはプラットフォーム）に関する規制の指針を発行した。この規制が設けられた背景
は、大きく 2 つあり、第 1 に mHealth が携帯電話の普及率上昇に伴って拡大している
こと、第 2 に mHealth の使用方法によっては健康に害をもたらす危険性があるためだ。
また、2011 年 12 月には、医療ソフトウェアの規制を設ける等、FDA が健康・医療の
デジタル・イノベーションを促進している立場を明確化させた。また、2017 年に FDA
は、デジタルヘルスイノベーションを促進するためのビジョンとして、” Digital Health 





(2) 事例  
 2017 年 9 月、FDA が、デジタルヘルスのソフトウェア事前認証プログラムの参画企




【FDA のソフトウェア事前認証プログラムの参画企業】  
✓ Apple（カリフォルニア州クパチーノ）  
✓ Fitbit（カリフォルニア州サンフランシスコ）  
✓ Johnson & Johnson（ニュージャージー州ニューブランズウィック）  
✓ Pear Therapeutics（マサチューセッツ州ボストン）  
✓ Phosphorus（ニューヨーク州ニューヨーク）  
✓ Roche（スイス・バーゼル）  
✓ Samsung（韓国・ソウル）  
✓ Tidepool（カリフォルニア州パロアルト）  
✓ Google’s Verily（カリフォルニア州マウンテンビュー）  
 







 わが国の eHealth 動向について大きく 3 つ述べる。わが国においても、ようやく
eHealth が普及しやすい制度的な環境が整備されてきたと言えよう。  






























































保険証の提示で年に 1 度無料で健康診断を受けられる 
 
 
出典：平成 26 年版 情報通信白書  ICT がもたらす世界規模でのパラダイムシフト  
平成 27 年度医療技術・サービス拠点化促進事業 医療交際展開カントリーレポート バング




図表 17： バングラディッシュでグラミン銀行が提供するグラミン・ヘルスケア 
 
出典：平成 26 年版 情報通信白書  ICT がもたらす世界規模でのパラダイムシフト  
平成 27 年度医療技術・サービス拠点化促進事業 医療交際展開カントリーレポート バング








が異なるため、eHealth においても世界の動きを捉えることが重要である。  
途上国では、バングラディッシュのように、貧困層向けの民間保険システムの施策
もあるため、他の途上国でもこのような取り組みが進むことで、貧困層への健康・医












 従って、本章では、推測した eHealth の可能性と普及要因について、定量分析及び
定性分析を行うことで、より eHealthの可能性と普及要因を明確化することを試みた。
その上で、国家医療政策者、eHealth 事業の経営者、投資家への戦略解を考察する。  
3.1 定量分析 
 本項では、定量的に eHealth の普及要因を特定することを目的としている。本分析
では、被説明変数(Dependent Valuable; DV)を 5 つの eHealth の普及度（Electric Health 
Record、eLearning、Telehealth、Social Networking Service of Health、Mobile Health）






(1) 仮説設定の背景  
 第 2 章にて、グローバル・ヘルスの概念を踏まえた eHealth 普及背景、技術的動向、
地域別動向の 3 軸で現状を整理した結果、医療課題解決における eHealth の可能性、
及び eHealth 普及要因を推定した。この推定をもとに仮説を設定した。なお、推定結
果は図表 19 にまとめ、仮説の具体的な設定理由は、下記に記載した。  
 
◆EHR 
 電子カルテの普及要因は図表 19 の①、②、④、⑤、⑥であり、③は影響なしと仮説
を設定した。このように考えた理由は、以下であり、仮説は図表 21 にまとめた。  
✓ ①は、大量データを取り扱うため影響する  
✓ ②は、患者のプライバシー保護等の規制構築に関わるため影響する  
✓ ③は、EHR のシステムと直接の関係性が薄いため影響しない  
✓ ④は、膨大な情報を扱うため影響する  
✓ ⑤は、導入コストが大きく eHealth 基盤の政策等が必要になるため影響する 
✓ ⑥は、主に医療機関で医師が利用するため影響する  




 eLearning の普及要因は図表 19 の⑤であり、図表 19 の①～④、⑥は影響なしと仮説
を設定した。このように考えた理由は、以下であり、仮説は図表 22 にまとめた。  
✓ ①は、eLearning が集団での受講も可能なため影響しない  
✓ ②は、医療行為ではなく健康・医療教育のコンテンツであるため影響しない  
✓ ③は、eLearning が集団での受講も可能なため影響しない  
✓ ④は、eLearning が集団での受講も可能なため影響しない  
✓ ⑤は、政策/資金援助といった eHealth 基盤が重要になると考えられるため  











✓ ①は、遠隔診断ツールもあるため、ICT スキルは影響しない  
✓ ②は、遠隔診断の規制が関わることがあるため影響する  
✓ ③は、遠隔診断用の施設や設備を共有利用できるため影響しない  
✓ ④は、遠隔診断用の施設や設備を共有利用できるため影響しない  






 SNS の普及要因は図表 19 の③であり、図表 19 の①、②、④、⑤、⑥は影響なしと
仮説を設定した。このように考えた理由は、以下であり、仮説は図表 24 にまとめた。 
✓ ①は、日常的な生活で使うモバイルのため影響しない  
✓ ②は、医療行為に当たらない範囲の mHealth が多いため影響しない  
✓ ③は、主に個人利用の携帯電話を用いた mHealth サービスが多いため影響
する  
✓ ④は、大量のデータを取り扱うわけではないため影響しない  
✓ ⑤は、日常的な生活で使うモバイルを使うため影響しない  






 mHealth の普及で必要なことは、図表 19 の③であり、図表 19 の①、②、④、⑤、
⑥は影響なしと仮説を設定した。このように考えた理由は、以下であり、仮説は図表
25 にまとめた。  
✓ ①は、日常的な生活で使うモバイルのため  
✓ ②は、医療行為に当たらない範囲の mHealth が多いため  
✓ ③は、主に個人利用の携帯電話を用いた mHealth サービスが多いため影響
する  
✓ ④は、大量のデータを取り扱うわけではないため  
✓ ⑤は、先進国でも途上国でも普及しているため  






図表 19： 第 2章にて考察した医療課題、eHealth普及要因のまとめ一覧 
 
 
eHealth 普及に影響がある要因の評価 地域の状況 
EHR eLearning Telehealth SNS mHealth 先進国 途上国 
特に影響の強い 
普及の要因 
①ICT Skill ✓     H L 
②政治家・公務員の透明性 
(適正な制度構築) 
✓ (✓)* (✓)*   H L 
③携帯電話加入数    ✓ ✓ H H 
④インターネット普及 ✓     H M 
⑤eHealth 基盤 ✓ ✓ ✓   H M 
⑥医師密度 ✓     H L 
 
主たる医療課題解決の可能性がある eHealth の評価 地域の需要/優先度 
EHR eLearning Telehealth SNS mHealth 先進国 途上国 
主たる 
医療課題 
医療アクセス向上  ✓ ✓ ✓ ✓ (✓)* ✓ 
医療の質向上 ✓ ✓ ✓  ✓ (✓)* ✓ 
医療コスト削減 ✓  ✓  ✓ ✓ (✓)* 




(2) 仮説  
 仮説は、大きく 6 つあり、図表 20～図表 25 にまとめた。  
 
図表 20： 仮説 H1 
# DV 仮説 
H1 ALL 
5 つの DV のうち、4 つの DV(EHR、eLearning、Telehealth、SNS)
は、GNI が高くなるほど、普及が進む。 




図表 21： 仮説 H2 
# DV 仮説 
H2 EHR 













図表 22： 仮説 H3 
# DV 仮説 
H3 eLearning 









図表 23： 仮説 H4 
# DV 仮説 
H4 Telehealth 









図表 24： 仮説 H5 
# DV 仮説 
H5 SNS 














図表 25： 仮説 H6 
# DV 仮説 
H6 mHealth 
①ICT Skill は、mHealth 普及に影響しない 
②政治家・公務員の透明性は、mHealth 普及に影響しない 
③携帯電話加入数が高まるほど、mHealth が普及する  
④インターネット普及は、mHealth 普及に影響しない 






 分析の手順は、下記の通りに実施した。  
• 主たるデータソース：5 つの eHealth の普及度（EHR、eLearning、Telehealth、
SNS、m Health）と説明変数の「eHealth 基盤」は、2015 年に WHO が報告し
た加盟国 125 ヶ国の eHealth 調査レポート” Atlas of eHealth country profiles”
の定性結果を筆者自身で決めた定量化のルールに基づき、数値化した。（定量化の
ルールは、Appendix1～3 参照）、その他データソースは図表 27 参照  
• 分 析 方 法：単回帰分析、重回帰分析  
• 解 析 ソ フ ト：IBM SPSS 
• 被 説 明 変 数：図表 27 参照  
• 説 明 変 数：図表 27 参照  




て GNI との相関が強いことが示された。  
 
(2) 仮説 H1 の検証のため、全ての被説明変数と国民総所得(GNI)について、単回帰分
析を実施し、それぞれの被説明せ変数と GNI の因果関係を確認した。  
 
(3) 仮説 H2～6 の検証のため、全ての被説明変数において、それぞれ 2 種類の重回帰
分析を実施した。  
 第 1 に、それぞれの被説明変数と説明変数①～⑦の重回帰分析を実施し、H2～6 に
おける、先進国と途上国を合わせた結果を確認した。  




線性が生じてしまっている結果を除外するため VIF が 10 未満の結果だけを見るという前
提で結果を記載するように定義した。  
 
(4) 上記(3)第 1 の重回帰分析の結果、全ての被説明変数「eHealth 基盤」において有意
な結果が得られた。「eHealth 基盤」の要素をさらに図表 26 の 4 項目に分解し、「eHealth
基盤」を形成するどの項目が有意に被説明変数へ影響を与えているかを確認した。  
 具体的には、被説明変数を 5 つの eHealth の普及度（EHR、eLearning、Telehealth、
SNS、m Health）とし、説明変数は eHealth 基盤から分解した 4 項目（国家政策/戦略、
eHealth 基盤の資源、eHealth の多言語対応、eHealth 能力構築）として、重回帰分析
を実施した。  
 
図表 26： eHealth基盤の要素 
1.eHealth foundations 1.eHealth 基盤 (筆者訳 )
　National policies or strategies 　国家政策/戦略
National universal health coverage policy or strategy 全国普遍　健康保険適用の方針または戦略
National eHealth policy or strategy 国家eHealth 政策/戦略
National health information system(HIS) policy or strategy 国家健康情報システム　政策/戦略
National telehealth policy or strategy 国家遠隔診療　政策/戦略
　Funding sources for eHealth 　eHealth基盤の資源
Public funding 公的資金
Private or commercial funding 民間資金
Donor/non-public funding 寄付/非-公的資金
Public-private partnerships 官民パートナーシップ（資金）
　Multilingualism in eHealth  eHealthの多言語使用
Policy or strategy on multilingualism 多言語使用における政策/戦略
Government-supported internet sites in multiple languages 政府支援の多言語におけるインターネットサイト
　eHealth capacity building 　eHealth能力構築
Health sciences students-pre-service training in eHealth ヘルスサイエンス学生のeHealth就業前トレーニング
Health professionals- In-service training in eHealth 医療従事者のeHealth研修  






















EHR Electric Health Record;：電子カルテ 
eLeaning 医療系学生・医療従事者への eLeaning 
Telehealth 遠隔診断・遠隔医療：放射線画像や心電図などの画像を送り、遠隔で診断する 
SNS SNS（Facebook 等）を用いたヘルスケア・医療情報の発信・情報収集、ネットワーク作り、 







①ICT Skills Readiness sub-index (World Economic Forum ,Network Readiness Index) Skills 2016 
ICT を利用するためのスキルが十分か 
②政治家・公務員の透明性 国際ＮＧＯ「トランスペアレンシー・インターナショナル」が報告している腐敗度 2016 
③携帯電話加入数 Mobile-cellular subscriptions (% population) 、 International Telecommunication Union; 2014 
④インターネット普及 Internet users (% population)、International Telecommunication Union; 2014 
⑤eHealth 基盤 WHO report 2015” Atlas of eHealth country profiles”の eHealth 基盤項目の定性回答を数値化 
⑥医師密度 Physician density (per 1 000 population). World health statistics WHO 2012 
⑦貧困国ダミー 国際貧困ライン １日 1.25 米ドル未満で暮らす人の割合（%） 
世界子供白書 2015〈要約版〉世界の国々および地域の経済・社会に関する統計 




図表 28： 方法 1の結果 
基本統計量と相関の結果一覧（国民総所得;GNI、被説明変数、全ての説明変数）  


























0.304199203 0.370819102 0.432817307 1
mHealth
0.32777544 0.346568135 0.588251212 0.444550872 1
国民総所得;GNI(＄)
0.235078736 0.275602992 0.283942227 0.174542076 0.146552088 1
①ICT Skills
0.286154867 0.341352489 0.370677342 0.305351964 0.250253046 0.704749258 1
②政治家・公務員の透明性
0.309953092 0.286097609 0.365029302 0.207710601 0.27871322 0.708340834 0.694791246 1
③携帯電話加入者数
（10000人当り%） 0.154308434 0.155575816 0.31568385 0.111102523 0.285241926 0.453715464 0.586617771 0.416193127 1
④インターネット
利用者数（10000人当り%） 0.270406465 0.288028801 0.380486959 0.255410137 0.234075679 0.778641771 0.859402346 0.784278145 0.608420123 1
⑤eHealth基盤
0.346190472 0.458423963 0.433322966 0.488413168 0.456207958 0.205436089 0.30298436 0.239478901 0.212124842 0.28534159 1
⑥医師 密度
（10000人当り） 0.254469817 0.317961968 0.227992826 0.10182338 0.052814755 0.600573474 0.546750048 0.466180679 0.303207195 0.630838465 0.30528474 1
⑦国際貧困ライン
１日1.25米ドル未満で暮らす人の
割合（%） -0.264495077 -0.231016256 -0.188551901 -0.11008189 -0.003730521 -0.462935581 -0.567864115 -0.3186917 -0.447890745 -0.607166443 -0.212223502 -0.551410039 1
標準偏差 4.0707929 4.466390619 9.491979636 3.48632351 24.94833371 18731.75828 1.220463688 20.17129228 43.9046268 29.57158658 2.867099242 1.614800409 19.46153195
最小 0 0 0 0 0 0 1.9 10 0 0 0 0 0
最大 13 12 34 12 86 123860 6.5 90 185.82 96 12 7.74 81










 方法(2)と(3)の回帰分析結果と仮説検証結果は、図表 29、30、図表 33～38 に示した
通り。  
 方法(4)の結果は、図表 31, 32 に示した通り。  
 
図表 29： 方法(2)の結果 
仮説 1検証のための単回帰分析結果 


































観測値 125 125 125 125 125 





図表 30： 方法(3)の結果 
仮説 2～6検証のための重回帰分析結果(Model (1)～(5)の全ての結果は Appendix 4～8) 
 【1】重回帰分析結果 【2】重回帰分析結果（貧困国ダミーとの交差項） 
 







































































































































































































①×⑦           
②×⑦ 









     0.097** 
(2.320) 
    
⑤×⑦           
⑥×⑦ 
      1.06* 
(1.819) 
   
観測値 125 125 125 125 125 125 125 125 125 125 






























図表 32： 方法(4)の結果 
eHealth基盤を 4項目に分解した重回帰分析結果 






































































観測値 125 125 125 125 125 






図表 33： 仮説 1の検証結果 





5 つの DV のうち、4 つの DV(EHR、eLearning、Telehealth、






被説明変数の mHealth は、GNI の影響は見られなかった。 





図表 34： 仮説 2の検証結果 





①ICT Skill が高まるほど、EHR は普及する。  ✓ 
仮説がサポートされた。 
 
【重回帰分析 1 の結果】 
＜有意に影響があった変数＞ 
②政治家の透明性が高まるほど、EHR は有意に普及する。 






【重回帰分析 2 の結果】 












③携帯電話加入数は、EHR 普及に影響しない ✓  
④インターネット普及が高まるほど、EHR は普及する  ✓ 
⑤eHealth 基盤が構築されているほど、EHR は普及する ✓  
⑥医師密度が高まるほど、EHR は普及する  ✓ 





図表 35： 仮説 3の検証結果 





①ICT Skill は、eLearning 普及に影響しない  ✓ 
仮説がサポートされた。 
 
【重回帰分析 1 の結果】 
＜有意に影響があった変数＞ 
①ICT Skill が高まるほど、eLearning は有意に普及する。 











③携帯電話加入数は、eLearning 普及に影響しない ✓  
④インターネット普及は、eLearning 普及に影響しない ✓  
⑤eHealth 基盤が高まるほど、eLearning が普及する ✓  
⑥医師密度は、eLearning 普及に影響しない ✓  










図表 36： 仮説 4の検証結果 





①ICT Skill は、Telehealth 普及に影響しない ✓  
仮説がサポートされた。 





















③携帯電話加入数は、Telehealth 普及に影響しない ✓  
④インターネット普及は、Telehealth 普及に影響しない ✓  
⑤eHealth 基盤が高まるほど、Telehealth が普及する ✓  
⑥医師密度は、Telehealth 普及に影響しない ✓  





図表 37： 仮説 5の検証結果 





①ICT Skill は、SNS 普及に影響しない  ✓ 
仮説が部分的にサポートされた。 
 
【重回帰分析 1 の結果】 
＜有意に影響があった変数＞ 























③携帯電話加入数が高くなるほど、SNS は普及する ✓  
④インターネットは、普及に影響しない ✓  
⑤eHealth 基盤は、SNS 普及に影響しない  ✓ 
⑥医師密度は、SNS 普及に影響しない  ✓ 













図表 38： 仮説 6の検証結果 





①ICT Skill は、mHealth 普及に影響しない ✓  
仮説がサポートされた。 
 
【重回帰分析 1 の結論】 
＜有意に影響があった変数＞ 
②政府の透明性が高いほど、有意に mHealth が普及する。 
③携帯電話加入数が高いほど、有意に mHealth が普及する。 












③携帯電話加入数が高まるほど、mHealth が普及する  ✓  
④インターネット普及は、mHealth 普及に影響しない ✓  
⑤eHealth 基盤は、mHealth 普及に影響しない  ✓ 
⑥医師密度は、mHealth 普及に影響しない  ✓ 




表 39： 方法(4)で補足的に実施した eHealth基盤の構成要素を 4つに分解した結果 
項目 結果 
EHR 





























 主たる定量分析の結果を以下に考察する。  
 
(1) EHR 
















































(7) 定量分析の限界  
 本論文の定量分析における限界は、大きく 3 つある。  
 第 1 に、設定した変数以外の環境は全て一定であることを前提としていることだ。
現実世界では外部環境の変化が激しく、様々な要因によって、常に状況が変わってい
る。こうした状況を想定していないことに限界がある。  
 第 2 に、説明変数の数が限られていることだ。説明変数を多くすると変数どうしの
相互影響や結果の解釈が困難になる弊害が生じるため、限られた説明変数しか被説明
変数との影響を確認することしかできないことに限界がある。  

































 現在、カンボジアの Sunrise Japan Hospital にて、小児科医として勤務されている岡
和田  学氏 (前・順天堂大学医学部附属順天堂医院  小児外科  准教授)からお話を伺った。 
 Sunrise Japan Hospital は、2017 年 9 月 20 日にカンボジアのプノンペンに開院され
た、日本の医療サービスを提供する病院だ。当該施設は、「日本の民間企業（日揮株
式会社、株式会社産業革新機構、株式会社 Kitahara Medical Strategies International）









【Sunrise Japan Hospital Phnom Penh 概要】  
所在地：Phum2, Sangkat Chroy Changvar, Khan Chroy Changvar,Phnom 
Penh,Cambodia 
病床数：50 床（ICU10 床、一般病床、VIP 病床）  
http://kitaharamsi.com/2554 
 
(2) 世界の医療課題  
 インタビューの中で、特に印象的だったことが大きく 2 つ取り上げる。  










(3) eHealth の可能性  




 ②コミュニケーションの向上  







 ◆医師と医師  






(4) 普及要因・障害  













開する場合の留意点は、大きく 2 つある。  














(1) 目的・対象  
 eHealth 事業の経営者にインタビューしたのは、経営の観点も踏まえた医療課題解決、









(3) eHealth の可能性  
 医療課題解決における eHealth の可能性は様々だが、大きく 2 つ取り上げる。（短
時間のインタビューであったため、包括的な内容ではない）第 1 に疾患治療方法にお
ける費用対効果の改善、第 2 に医療アクセスの向上が挙げられる。  








 第 2 に、都会と郊外で医療格差が生じている課題は、ソフトウェアが解消できる可
能性がある。遠隔診断であれば、遠方でも治療を受けられる可能性が高まっている。  
 
(3) 普及要因・障害  
 eHealth のビジネスでの障害を大きく 3 つ挙げる。（短時間のインタビューであった
ため、包括的な内容ではない）第 1 に、マネタイズが難しいこと。第 2 に、規制対象




(4) 市場  
 eHealth のビジネス動向としては大きく 2 つ挙げられる。第 1 に、他のビジネスで考
えることと同様に、マーケットサイズが大きく、競合が少ない市場を捉えることが重










 現在、英国大手広告企業のグループ会社である Essence ボードメンバー兼メドケア
CFO (Member of the Board EXCO at WPP Group Essence 、日本所属：Member of the 





(1) 世界の医療課題  
 地域ごとのニーズとして、保険制度への依存度と大きな関係がある。  
 先進国においては、医療費の高騰化があり、コスト抑制の動きがある。具体的には、







(2) eHealth の可能性  
 大きく 2 つあり、第 1 に国家医療費抑制、第 2 に健康経営の推進だ。詳細を以下に
述べる。  




 第 2 に、「健康経営」が推進される可能性がある。近年、企業は、「健康経営（Corporate 
Wellness）」を意識した活動が市場から求められている。しかし、企業が健康経営を




(3) 普及要因・障害  
 eHealth 普及の障害について、大きく 3 つ挙げる。  
 第 1 に、IT インフラが発達している市場であることだ。IT インフラが普及していな
い場合、利用者が eHealth 利用の効果を認識し辛くなるため、利用者の継続率を低下
させることにつながる。  
 第 2 に、eHealth 利用者に、従来医療から新しい eHealth 治療へ切り替えを行わせる
ほどの利点を認識させられるソフトウェアであるかどうかだ。  
 第 3 に、利用者の IT リテラシーが異なるため、利用者範囲の制限があることだ。主




(4) 市場  
 投資家としては、eHealth 市場について、フレームワークで、ステークホルダー
(Employers, Payers, Healthcare Systems and Professionals, Healthcare Consumers )、
























(2) eHealth 普及要因・障害  
✓ 定量分析では ICT スキルは、eLearning のみに有意であったが、定性分析の結






 前章までの eHealth の技術的動向、地域的動向の整理、定量分析、定性分析より、
世界の医療課題解決において、eHealth は医療のアクセス、医療の質、医療費抑制の可
能性があり、普及要因は IT リテラシー、IT インフラ、規制等が明らかになった。  
 本章では、SDGs 達成のために途上国では、具体的に eHealth を用いてどのように医
療課題の解決につなげられるか、事例分析を行い考察する。  
4.1 定性分析(事例分析) 
 JICA と民間企業が、SDGs を達成することを目的に、バングラディッシュで遠隔診
断の事業を展開している事例を採り上げる。  
3.2.1 CSV 概念 
 昨今、経営において共有価値の創造(Shared Creating Value;CSV)の重要性が増して
いる。共有価値とは、「経済的価値を創造しながら、社会的ニーズに対応することで
社会的価値も創造するというアプローチ」である。企業の社会的責任（Company Social 




































 民間企業がこの制度を活用する利点は、大きく 3 つあると考える。第 1 に、収益の
魅力がない途上国にも JICA からの資金援助を受けて参入することができ、資金繰りば
かりに追われる心配なく、現地でのビジネス展開に集中できること、第 2 に、JICA の
ネットワークやブランドを使ってその国での新規事業展開の経験を積むことができる







図表 41： 保険サービスへのアクセス改善のための健康診断ビジネス調査 
 




図表 42： JICAの民間連携の取組み 
 
 
出典：「途上国の課題解決型ビジネス（SDGs ビジネス）調査」 2017 年度第 1 回公示  公示説














目標（Sustainable Development Growths ;SDGs）」アジェンダのひとつであるユニバ







別動向の 3 軸で現状を整理し定量分析と定性分析を行った。まず、定量分析は、5 つの
eHealth の普及度を被説明変数とし、7 つのマクロ指標を説明変数を用いて重回帰分析
を行った。次に、定性分析は、医師、eHealth 事業経営者、投資家の 3 者にインタビュ
ーを実施し、eHealth の可能性、普及要因等について調査・考察した。さらに、もうひ
















 定性分析のインタビューでは、定量分析では明確に分からなかった eHealth を活用
することによる医療コスト削減について、新薬開発に比べ eHealth の開発コストが低
いことから、eHealth は費用対効果が高く、高騰した国家医療費の抑制につながる可能
性が示唆された。さらに、定量分析では ICT スキルは、eLearning のみに有意であっ

















図表 43： 経済合理性追求経営とサステイナブル経営の比較 






（Creating Shared Value の概念） 
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資料 1：WHO Atlas report 下記質問に対する定性的な回答を数値化し、定量分析の被
説明変数、説明変数に用いた(筆者和訳) 
1.eHealth foundations 1.eHealth 基盤 (筆者訳 )
　National policies or strategies 　国家政策 /戦略
National universal health coverage policy or strategy 全国普遍　健康保険適用の方針または戦略
National eHealth policy or strategy 国家eHealth 政策/戦略
National health information system(HIS) policy or strategy 国家健康情報システム　政策/戦略
National telehealth policy or strategy 国家遠隔診療　政策/戦略
　Funding sources for eHealth 　eHealth基盤の資源
Public funding 公的資金
Private or commercial funding 民間資金
Donor/non-public funding 寄付/非-公的資金
Public-private partnerships 官民パートナーシップ（資金）
　Multilingualism in eHealth  eHealthの多言語使用
Policy or strategy on multilingualism 多言語使用における政策/戦略
Government-supported internet sites in multiple languages 政府支援の多言語におけるインターネットサイト
　eHealth capacity building 　eHealth能力構築
Health sciences students-pre-service training in eHealth ヘルスサイエンス学生のeHealth就業前トレーニング
Health professionals- In-service training in eHealth 医療従事者のeHealth研修
3.Telehealth 3.遠隔診療





Remote patient monitoring 遠隔患者モニタリング
4. Electronic Health Records (EHRs) 4.電子カルテ
　EHR country overview 電子カルテ  country rview
National EHR system 国家HERシステム
Legislation governing the use of the national EHR system 全国的なEHRシステムの使用を規定する法律
　Health facilities with HER HERのある健康施設
Primary care facilities




(e.g. hospitals, emergency care)
二次ケア施設
（病院、緊急ケアなど




Other electronic systems その他の電子システム
Laboratory information systems 研究情報システム
Pathology information systems 病理情報システム
Pharmacy information systems 薬剤情報システム
PACS (Picture Archiving Communication System) 画像伝送システム
Automatic vaccination alerting system 自動ワクチンアラートシステム
ICT-assisted functions ICT支援基盤
Electronic medical biling systems 電子医療請求システム
Supply chain management information systems サプライチェーンマネジメント情報システム
Human resources for health information systems 健康情報システムの人的資源
5.Use of eLeaning in health sciences 5.ヘルスサイエンスにおけるeLeaningの利用




Nursing & midwifery 看護/助産
Pharmacy 薬学
Biomedical/Life sciences バイオメディカル/ライフサイエンス




Nursing & midwifery 看護/助産
Pharmacy 薬学
Biomedical/Life sciences バイオメディカル/ライフサイエンス  









mHealth Programmes Country overview モバイルヘルスプログラム  country review
Accessing/Providing health services 保健サービスへのアクセス /提供
Toll-free emergency 緊急時のフリーダイヤル
Health call centres ヘルスコールセンター
Appointment reminders 予約リマインダー
Mobile telehealth モバイル遠隔診療
Management of disasters and emergencies 災害や緊急事態の管理
Treatment adherence 治療の順守（アドヒアランス）
Accessing/Providing health information 健康情報へのアクセス /提供
Community mobilization コミュニティ動員
Access to information, databases and tools 情報、データベース、ツールへのアクセス
patient records 患者記録
mLeaning モバイルラーニング
Decision support systems 意思決定支援システム





Social media and health ソーシャルメディアと健康




Policy or stragety makes specific reference to its use in the health domain 政策または戦略は、健康分野におけるその使用を具体的に参照する
Health care organizations use of social media ヘルスケア組織のソーシャルメディア利用
Promote health messages as a part of health promotion campaigns 健康促進キャンペーンの一環として健康メッセージを宣伝する
Help manage patient appointments 患者の予定（予約）管理
Seek feedback on services サービスのフィードバックを求める
Make general health announcements 一般的な健康に関する公開
Make emergency announcements 緊急発表
Individuals and communities-use of social media ソーシャルメディアのコミュニティ利用
Learn about heallth issues ヘルスケア課題の学習
Help decide what health services to use どの医療サービスを利用するかの決定支援
Provide feedback to health facilities or health professionals 医療施設や医療従事者にフィードバックを提供する
Run community-based health campaigns コミュニティベースの健康キャンペーンを実施する
Participate in community-based health forums コミュニティベースの健康フォーラムに参加する
8.Big data 8.ビッグデータ
Policy or strategy -purpose 政策 /戦略　目的
Governing the se of big data in the health sector 健康分野におけるビッグデータの使用の管理
Governing the se of big data by private companies 民間企業によるビッグデータの使用の管理
 
 

























資料 4：電子カルテの交差項を用いた重回帰分析結果の一覧  
 










































































































































     
②×⑦ 
  0.02 
(0.363) 
    
③×⑦ 
   0.002 
(0.086) 
   
④×⑦ 








      1.06* 
(1.819) 
観測値 125 125 125 125 125 125 125 



















資料 5：eLearning の交差項を用いた重回帰分析結果の一覧  










































































































































     
②×⑦ 
  -0.028 
(-0.496) 
    
③×⑦ 
   0.021 
(1.09) 
   
④×⑦ 








      0.018 
() 
観測値 125 125 125 125 125 125 125 



















資料 6：Telehealth の交差項を用いた重回帰分析結果の一覧  










































































































































     
②×⑦ 
  -0.202* 
(-1.729) 
    
③×⑦ 
   -0.07* 
(-1.723) 
   
④×⑦ 








      -1.726 
(-1.34) 
観測値 125 125 125 125 125 125 125 
















資料 7：SNS の交差項を用いた重回帰分析結果の一覧  










































































































































     
②×⑦ 
  -0.058 
(-1.375) 
    
③×⑦ 
   -0.029* 
(-1.974) 
   
④×⑦ 








      0.269 
(0.576) 
観測値 125 125 125 125 125 125 125 








資料 8：mHealth の交差項を用いた重回帰分析結果の一覧  










































































































































     
②×⑦ 
  0.267 
(0.871) 
    
③×⑦ 
   -0.069 
(-0.651) 
   
④×⑦ 








      -4.590 
(-1.371) 
観測値 125 125 125 125 125 125 125 
Adjust R2 0.256 0.257 0.254 0.252 0.251 0.26 0.262 
  
出典：筆者作成  
 
 
